
トップページに戻る

2012年10月2日

質問一覧

調査全体について

Q0-1. このアンケートの実施主体は何処か。また目的は何か。

Q0-2. 回答内容は公表されるのか。

Q0-3. 指定されたファイルがダウンロードできない。

Q0-4. ダウンロードした調査票にはシートがいくつもあるが、どれに回答すれ
ばよいのか。

Q0-5. 連絡先の記入欄には個人情報が含まれているが、回答しなければな
らないのか。

設問群【I】について

Q1-1.設問【I-3】「研究本務者数」、設問【I-4】「内部使用研究費」は、総務省
「科学技術研究調査」では部局ごとに調査されている。どのように回答したらよ
いのか。

Q1-2. 設問【I-4】「内部使用研究費」の設問文には「内訳」とあるが、回答欄
が無い。どのようにしたら良いか。

Q1-3. 設問【I-5】「奨学寄附金」には「産学連携等実施状況調査」の寄附金の
回答からどのようなものが含まれるのか？(2012/10/2更新)

Q1-4. 設問【I-7】「企業との共同研究・受託研究を実施している研究本務者
数」、設問【I-8】「企業と共同した研究活動に参加した学生・ポスドク」にいう「企
業」とは国内外の企業を含むのか。

Q1-5. 設問【I-7】「企業との共同研究・受託研究を実施している研究本務者
数」にいう「研究本務者数」とは、研究本務者数の内数か、あるいは、のべ人数
か。

Q1-6. 設問【I-8】「企業と共同した研究活動に参加した学生・ポスドク」には受
託研究に参加した学生・ポスドクを含めてよいか。

設問群【II】について

Q2-1. 設問【II-3】「対象年度に契約した知的財産権に関する有償技術移転契
約」、設問【II-4】「対象年度に収入のあった特許権に関する有償技術移転契
約」、設問【II-5】「対象年度に収入のあったその他知的財産権に関する有償技
術移転契約」にいう、対象年度はいつか？

Q2-2. 設問【II-7】「共有の相手方に譲渡した特許権の持分」において、譲渡
件数とは権利数を指すのか？契約件数を指すのか？

設問群【IV】について
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Q4-1. 設問【IV-2】「共同研究相手先に就職した学生数」、設問【IV-3】「共同
研究に携わる学生数」において、「共同研究に携わる」とは、受託研究を含むの
か？

Q4-2. 設問【IV-4】「国際標準化機関への教員の関与」において、「国際標準
化機関の専門委員会等」には国際標準化を推進するための国内団体（省庁含
む）の委員会を含むのか？

回答

調査全体について

Q0-1. このアンケートの実施主体は何処か。また目的は何か。

株式会社三菱総合研究所は、経済産業省から受託した「平成24年度産業技
術調査事業（産学連携機能の総合的評価に関する調査）」の一環として、標記
アンケートを実施いたします。

本年度は、昨年度調査事業の結果、明らかになった課題を解決し、中長期的
な産学連携機能評価の本格実施を見据えた総合的な産学連携機能評価手法
を設定し、その試行評価及び分析を実施します。さらに、国全体として産学連携
機能を強化して産学連携活動を促進するため、評価結果に基づく資源配分およ
び大学自身のPDCAサイクル確立を可能とする評価方法を確立することを目指
します。

Q0-2. 回答内容は公表されるのか。

回答内容は集計・分析の後、結果が公表される予定です。個別の調査結果
について公表可能とした大学・TLO を除き、個別大学が特定されるような形で
公表することはございません。

Q0-3. 指定されたファイルがダウンロードできない。

トップページにある「ダウンロード」をクリックしてもファイルが正常にダウン
ロードできない場合は、「ダウンロード」を右クリックし「対象をファイルに保存」を
選択してください。それでもダウンロードができない場合には、本ページ下部に
あるお問い合わせ先までご連絡ください。

Q0-4. ダウンロードした調査票にはシートがいくつもあるが、どれに回答すれ
ばよいのか。

調査票ファイルに含まれるシート「ご連絡先・回答の公表可否」、及び、「設問
群【I】」～「設問群【IV】」全てについて、お答えください。

Q0-5. 連絡先の記入欄には個人情報が含まれているが、回答しなければなら
ないのか。

本アンケートの回答内容について弊社から照会などを行う可能性があります
ので、大学名・部署名についてはお答えください。その他については個人情報と
なりますので、調査票ファイルに含まれているシート「個人情報のお取り扱いに
ついて」をご確認の上、可能な範囲でお答えください。

設問群【I】について

Q1-1. 設問【I-3】「研究本務者数」、設問【I-4】「内部使用研究費」は、総務省
「科学技術研究調査」では部局ごとに調査されている。どのように回答したらよ
いのか。

各部局で回答いただいている「科学技術研究調査」の結果を大学全体でとり
まとめたものについて記入いただきたくお願い申し上げます。設問での表現が
適切でなかったことをお詫び申し上げます。

大学・内部TLO向け

2



大学全体でとりまとめを行っていらっしゃらない場合、恐縮ですが、以下のい
ずれかにてご回答をいただきたく存じます。

大学全体で別途とりまとめている類似のデータでのご回答（定義に
著しい差が無い場合）
各学部及び付属研究施設へのお問い合わせをいただいたうえでの
ご回答（総務省「科学技術研究調査」は学部及び付属研究施設が
対象となっております）。なお、総務省「科学技術研究調査」は「万
円」単位となっておりますため、本調査票へのご回答も「千円」の位
は0としたご回答で差支えございません。

Q1-2. 設問【I-4】「内部使用研究費」の設問文には「内訳」とあるが、回答欄が
無い。どのようにしたら良いか。

申し訳ございません。誤記でございます。総数のみご回答ください。

Q1-3. 設問【I-5】「奨学寄附金」には「産学連携等実施状況調査」の寄附金の
回答からどのようなものが含まれるのか？（2012/10/2更新）

本調査では寄附金のうち教育・研究を目的としたものを対象としてください。
教育・研究目的であればよく、具体的な使途の特定は行われている必要はござ
いません。

教育・研究を目的としていない場合とは、以下に示す場合が一例です。
大学の管理運営を財政的に支援するような寄附金
同窓会組織のための寄附金
教育・研究を目的としない特定の記念事業のために募った寄附金

Q1-4. 設問【I-7】「企業との共同研究・受託研究を実施している研究本務者
数」、設問【I-8】「企業と共同した研究活動に参加した学生・ポスドク」にいう
「企業」とは国内外の企業を含むのか。

国内外の企業を含みます。

Q1-5. 設問【I-7】「企業との共同研究・受託研究を実施している研究本務者
数」にいう「研究本務者数」とは、研究本務者数の内数か、あるいは、のべ人
数か。

研究本務者数の内数でご回答ください。のべ人数ではございません。

Q1-6. 設問【I-8】「企業と共同した研究活動に参加した学生・ポスドク」には受
託研究に参加した学生・ポスドクを含めてよいか。

受託研究に参加した学生・ポスドクの数を一体的に把握されている場合に
は、含めていただいて差支えございません。

設問群【II】について

Q2-1. 設問【II-3】「対象年度に契約した知的財産権に関する有償技術移転契
約」、設問【II-4】「対象年度に収入のあった特許権に関する有償技術移転契
約」、設問【II-5】「対象年度に収入のあったその他知的財産権に関する有償
技術移転契約」にいう、対象年度はいつか？

平成23年度を指します。

Q2-2. 設問【II-7】「共有の相手方に譲渡した特許権の持分」において、譲渡件
数とは権利数を指すのか？契約件数を指すのか？

原則として、権利数を指します。1つの契約で複数の権利を譲渡した場合は、
複数になります。また、1つの権利を複数人に譲渡した場合は1件となります。

なお、PCT出願した特許について譲渡した場合、各国移行後であっても1件と
して計上ください。
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設問群【IV】について

Q4-1. 設問【IV-2】「共同研究相手先に就職した学生数」、設問【IV-3】「共同研
究に携わる学生数」において、「共同研究に携わる」とは、受託研究を含むの
か？

設問【I-8】にいう「企業と共同した研究活動に参加」と異なり、共同研究のみ
を指します。受託研究は含みません。

Q4-2. 設問【IV-4】「国際標準化機関への教員の関与」において、「国際標準
化機関の専門委員会等」には国際標準化を推進するための国内団体（省庁
含む）の委員会を含むのか？

国際標準化機関の直接の下部機関のみ含めてください。国際標準化を直接
と目的とする活動であっても国内機関での活動は対象外といたします。

お問い合わせ先について

※弊社の個人情報の取り扱いについては個人情報の取扱方針についてをご
覧下さい。

株式会社三菱総合研究所

　　科学・安全政策研究本部　担当：小林、小野、山野
　　　　（電話：03-6705-6301）

Copyright(c) 2012 Mitsubishi Research Institute, Inc.
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トップページに戻る

2012年8月13日

質問一覧

調査全体について

Q0-1. このアンケートの実施主体は何処か。また目的は何か。

Q0-2. 回答内容は公表されるのか。

Q0-3. 指定されたファイルがダウンロードできない。

Q0-4. ダウンロードした調査票にはシートがいくつもあるが、どれに回答すれ
ばよいのか。

Q0-5. 連絡先の記入欄には個人情報が含まれているが、回答しなければなら
ないのか。

Q0-6. 質問をしたいが、連絡がつかない。

設問について

Q1-1. 設問群【I】【II】調査票はどのように回答すればよいのか。

Q1-2. 回答対象の年度はいつか。

（このほか、お問い合わせを踏まえて更新してまいります）

回答

調査全体について

Q0-1. このアンケートの実施主体は何処か。また目的は何か。

株式会社三菱総合研究所は、経済産業省から受託した「平成24年度産業技
術調査（産学連携機能の総合的評価に関する調査）」の一環として、標記アン
ケートを実施いたします。

本年度は、昨年度調査事業の結果、明らかになった課題を解決し、中長期的
な産学連携機能評価の本格実施を見据えた総合的な産学連携機能評価手法
を設定し、その試行評価及び分析を実施します。さらに、国全体として産学連携
機能を強化して産学連携活動を促進するため、評価結果に基づく資源配分およ
び大学自身のPDCAサイクル確立を可能とする評価方法を確立することを目指
します。

Q0-2. 回答内容は公表されるのか。

回答内容は集計・分析の後、結果が公表される予定です。個別の調査結果に
ついて公表可能とした大学・TLO を除き、個別大学・TLOが特定されるような形
で公表することはございません。

Q0-3. 指定されたファイルがダウンロードできない。

外部TLO向け
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トップページにある「ダウンロード」をクリックしてもファイルが正常にダウン
ロードできない場合は、「ダウンロード」を右クリックし「対象をファイルに保存」を
選択してください。それでもダウンロードができない場合には、本ページ下部に
あるお問い合わせ先までご連絡ください。

Q0-4. ダウンロードした調査票にはシートがいくつもあるが、どれに回答すれ
ばよいのか。

共通事項調査票ファイルに含まれるシート「ご連絡先・回答の公表可否」、及
び、「設問群【III】」について、お答えください。

あわせて、設問群【I】【II】調査票ファイルに含まれるシート「提携大学名」、及
び、「設問群【I】」、「設問群【II】」について、お答えください。

Q0-5. 連絡先の記入欄には個人情報が含まれているが、回答しなければなら
ないのか。

本アンケートの回答内容について弊社から照会などを行う可能性があります
ので、機関名・部署名についてはお答えください。その他については個人情報と
なりますので、調査票ファイルに含まれているシート「個人情報のお取り扱いに
ついて」をご確認の上、可能な範囲でお答えください。

Q0-6. 質問をしたいが、連絡がつかない。

誠に申し訳ございません。誠に勝手ながら弊社の都合により、8月9日
（木）～19日（日）までの間、夏季休業のためお問い合わせの対応が出来ませ
ん。メールにてrenkei-h24@mri.co.jpまでお問い合わせをお寄せいただければ、
20日以降順次ご回答申し上げます。ご不便をおかけしますことお詫び申し上げ
ます。

設問について

Q1-1. 設問群【I】【II】調査票はどのように回答すればよいのか。

１）まず、TLO全体についてお答えいただき、ファイルを作成ください。本ファイ
ルは回答送信にあたり「TLO_renkei_H24_by_univ_（貴機関名）.xls」とファイル名を
変更いただけると幸いです。ファイル名中の（貴機関名）は略称等で差支えござ
いません。

２）次に、貴機関が提携する大学が以下の表に含まれている場合、当該大学
ごとに1つづつ「設問群【I】【II】調査票」ファイルを作成ください。各ファイルは回答
送信にあたり「TLO_renkei_H24_by_univ_（貴機関名）_（提携大学名）.xls」とファイ
ル名を変更いただけると幸いです。

アンケート調査票2（設問群【I】【II】調査票）について大学別に実績を回答いた
だきたい大学

外部TLO向け

6

takaya
長方形



（例）貴機関が大学別回答の対象となっているA大学、B大学、及び、大学別
回答の対象となっていないC大学、D高等専門学校と提携している場合：計3ファ
イル

○TLO全体分（A、B、C、Dの実績）…設問群【I】【II】調査票1ファイル

○A大学分（Aの実績）…設問群【I】【II】調査票1ファイル

○B大学分（Aの実績）…設問群【I】【II】調査票1ファイル

Q1-2. 回答対象の年度はいつか。

原則として直近の事業年度についてご回答ください。一般的には平成23事業
年度についてご回答いただくことになります。

なお、設問群【I】【II】調査票については、提携大学との関係で年度（4月～翌
年3月）で把握されている場合、平成23年度の値をお答えください。

お問い合わせ先について

※弊社の個人情報の取り扱いについては個人情報の取扱方針についてをご
覧下さい。

株式会社三菱総合研究所

　　科学・安全政策研究本部　担当：小林、小野、山野
　　　　（電話：03-6705-6301）

Copyright(c) 2012 Mitsubishi Research Institute, Inc.
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